
役場の窓辺から yakuba no madobe kara

税
務
住
民
課
・
税
務
室　
☎（
56
）２
２
２
3　
　

毎
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滞
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強
化
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間
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す
。

月
は「
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整
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強
化
月
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す
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光
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岡
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い
て

静
岡
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特
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産
業
別
）最
低
賃
金
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改
正
に
つ
い
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５
業
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い
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平
成

～
５
業
種
に
つ
い
て
平
成
3030
年年
1212
月月
2121
日
か
ら
発
効
～

日
か
ら
発
効
～

　
税
金
の
滞
納
を
放
置
す
る
こ
と
は
、

税
負
担
の
公
平
性
を
欠
く
ば
か
り
か

税
収
不
足
を
招
き
更
に
は
町
の
財
政

を
圧
迫
し
て
、
行
政
サ
ー
ビ
ス（
道

路
・
河
川
・
各
種
公
共
施
設
の
整
備
・

維
持
管
理
、社
会
福
祉
や
教
育
な
ど
）

の
提
供
に
支
障
を
き
た
す
事
態
に
つ

な
が
り
か
ね
ま
せ
ん
。

　
町
で
は
、
督
促
状
や
催
告
書
の
送

付
に
よ
り
自
主
納
付
の
お
願
い
を
し

て
い
ま
す
が
、
悪
質
な
滞
納
者
に
対

し
て
は
給
与
、預
貯
金
、生
命
保
険
な

ど
の
差
押
え
を
実
施
す
る
と
と
も

に
、
静
岡
地
方
税
滞
納
整
理
機
構
へ

の
移
管
を
行
う
な
ど
滞
納
の
解
消
に

努
め
て
い
ま
す
。

　

納
税
者
の
皆
さ
ま
に
は
納
期
限

内
納
付
へ
の
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。

　
や
む
を
え
な
い
理
由
で
期
限
内
納

付
が
困
難
な
場
合
は
、
そ
の
ま
ま
放

置
せ
ず
、
早
め
に
役
場
税
務
住
民
課

に
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。
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設
立
か
ら

設
立
か
ら
1010
年
が
経
過
し
ま
し
た
！

年
が
経
過
し
ま
し
た
！

　
静
岡
地
方
税
滞
納
整
理
機
構
は
、
平

成
20
年
１
月
に
県
と
県
内
全
市
町
が
設

立
し
た
広
域
連
合
で
す
。

　

平
成
20
年
４
月
か
ら
本
格
稼
働
し
、

10
年
が
経
過
し
ま
し
た
。

　
機
構
は
、
県
と
市
町
か
ら
派
遣
さ
れ

た
職
員
が
、
県
・
市
・
町
か
ら
移
管
さ

れ
た
徴
収
困
難
な
滞
納
地
方
税
を
差
押

え
や
公
売
と
い
っ
た
滞
納
処
分
に
よ
り

徴
収
す
る
機
関
で
す
。

　
県
・
市
町
か
ら
機
構
へ
職
員
が
派
遣

さ
れ
て
い
る
ほ
か
、
さ
ま
ざ
ま
な
滞
納

処
分
に
関
す
る
法
的
な
助
言
な
ど
を
行

う
顧
問
と
し
て
弁
護
士
、国
税
Ｏ
Ｂ
、警

察
Ｏ
Ｂ
な
ど
が
置
か
れ
て
い
ま
す
。
こ

の
よ
う
な
執
行
体
制
の
も
と
、
特
に
徴

収
が
困
難
な
滞
納
に
対
し
、
徹
底
し
た

財
産
調
査
、
滞
納
処
分
を
行
う
と
同
時

に
、
税
務
担
当
職
員
の
実
践
的
な
研
修

や
県
・
市
町
か
ら
の
徴
収
に
関
す
る
問

い
合
わ
せ
に
対
応
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
こ
の
他
に
軽
自
動
車
関
係
税

の
申
告
書
処
理
等
業
務
や
税
に
関
す
る

研
修
業
務
も
実
施
し
て
い
ま
す
。

○
徴
収
事
務
は
最
後
の
砦

○
徴
収
事
務
は
最
後
の
砦

　
徴
収
事
務
は
、
地
方
自
治
に
お
い
て

税
の
公
平
性
を
守
る
た
め
の
最
後
の
砦

で
あ
る
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
砦

を
守
る
と
い
う
使
命
感
を
持
ち
、
今
後

も
職
員
一
丸
と
な
っ
て
全
力
で
職
務
に

励
ん
で
い
き
ま
す
。

※「
特
定
最
低
賃
金
」と
は
…

　
都
道
府
県
の
特
定
の
産
業
に
つ

い
て
設
定
さ
れ
て
い
る
最
低
賃
金

で
す
。

　
関
係
労
使
の
申
出
に
基
づ
き
地

方
最
低
賃
金
審
議
会
の
調
査
審
議

を
経
て
、
同
審
議
会
が
地
域
別
最

低
賃
金（
静
岡
県
の
場
合
、「
静

岡
県
最
低
賃
金
」
の
こ
と
で
す
。）

よ
り
金
額
水
準
の
高
い
最
低
賃
金

を
定
め
る
こ
と
が
必
要
と
認
め
た

産
業
に
つ
い
て
設
定
さ
れ
て
い
ま

す
。

　
静
岡
地
方
最
低
賃
金
審
議
会（
篠
原
光
秋
会
長
）は
、
平
成
30
年
10
月
22

日
ま
で
に
、タ
イ
ヤ
・
チ
ュ
ー
ブ
、ゴ
ム
ベ
ル
ト
、ゴ
ム
ホ
ー
ス
・
工
業
用

ゴ
ム
製
品
製
造
業
最
低
賃
金
な
ど
５
業
種
の
特
定
最
低
賃
金
に
つ
い
て
、

静
岡
労
働
局
長
に
対
し
、
現
行
の
時
間
額
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
16
円
～
19
円
引

き
上
げ
る
旨
の
答
申
を
行
い
ま
し
た（
下
表
参
照
）。

　
こ
の
答
申
内
容
に
つ
い
て
意
見
の
申
し
出
の
公
示
な
ど
の
諸
手
続
き
を

経
た
う
え
で
、
静
岡
労
働
局
長
が
静
岡
県
最
低
賃
金
を
決
定
し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
同
年
12
月
21
日（
金
）か
ら
に
な
り
ま
す
。

〇静岡労働局ホームページ
https://jsite.mhlw.go.jp/shizuoka-roudoukyoku/
roudoukyoku/roudou/chingin.html

静岡県特定最低賃金改正答申一覧表

最低賃金の名称（産業名） 改正金額
（時間額）

現行金額
（時間額） 引上げ額

効力発生
予定日

タイヤ・チューブ、ゴムベル
ト・ゴムホース・工業用ゴム
製品製造業

879円 862円 17円

平成30年
12月21日
（予定）

鉄鋼、非鉄金属製造業 916円 898円 18円

はん用機械器具、生産用機械
器具、業務用機械器具、輸送
用機械器具製造業

930円 911円 19円

電子部品・デバイス・電子回
路、電気機械器具、情報通信
機械器具製造業

900円 882円 18円

各種商品小売業 866円 850円 16円

（参考）「静岡県最低賃金」は、本年10月３日から時間額858円に改正されている。
差し押さえた
財産・不動産
などを売却

徹底した
財産調査

公

売

差
押
え

捜

索

静 岡 地 方 税
滞納整理機構

【滞納整理の専門機関】

警察OB

国税OB

弁護士

滞納の移管
相談
職員派遣

研修
県

研修

市
町

県税・市町税 平均徴収額 7.7億円/年

住宅の捜索

車の差押え・タイヤロック

ここにも、一つの物語。
広報かわねほんちょう 1415


